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地方中心都市における地域公共交通計画策定の
必要性と施策展開に関する考察
−前橋市を事例として−
新　保　正　夫１）
Consideration about the necessity for
public transport planning decision and deployment in a
local city- A Case Study of Maebashi-City
Masao SHIMBO
要　旨
　公共交通事業に関する規制緩和と地方分権の進展に伴い、国から地方へと地域公共交通に関す
る維持活性化の主体が遷移する国内情勢を踏まえ、市町村の公共交通政策にかかる中長期計画策
定の必要性と策定後の展開を考察するため、群馬県前橋市を事例として「前橋市公共交通マスター
プラン」の策定経過及び施策展開を研究し、地域政策学的な知見を抽出しようと試みた。
　その結果、①交通モード毎の輸送特性に配慮した行政等の役割分担の明確化、②将来都市構造
と整合性を保つ計画策定と施策展開の重要性、③公共交通サービスの確保という視点で地域ミニ
マムの研究による標準的指標析出の必要性、④地域公共交通に関わる市民参加、が地域公共交通
の維持活性化に有効な論点になることを確認し、加えて前橋市の計画にかかる補強策についても
論考した。
　キーワード：地域公共交通、将来都市構造、地域ミニマム、市民参加、前橋市公共交通マスター
プラン
Summary
　　Theorganizationplayingarole inmaintenanceandrevitalizationofpublictransportation
service has sifted from the nation to local governments alongwith development of
decentralizationandderegulationofpublic transportationbusiness.Consideringtheregional
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situation,themid-termandlong-termplanonpublictransportationserviceshouldbedeveloped
inmunicipalities.ThispaperaimedtofocusonMaebashiCity,GunmaPrefectureasacaseandto
studytheprocesstodeveloptheplanandimplementationoftheplantoobtainfindingsinterms
ofregionalpolitics.
　　Thefollowingfindingswereobtainedfromthestudyresults;firstly,clarifiedroll-sharingof
administrationswithconsiderationfortransportationcharacteristicsbytravelmode,secondly
importanceofplanningandimplementationtomaintainurbanstructureandconsistency,thirdly
importanceofstandardindexinthestudiesonminimalregionalservicefromtheperspectiveto
securepublic transportationservice,andfinally importanceofcivicparticipation inregional
publictransportation.Inthispaper,Iconfirmeddiscussiononthesefindingswouldbeeffective
tomaintainand revitalize regionalpublic transportationserviceanddiscussedadditional
measuresrequiredfortheMaebashiplan.
　Keywords：regionalpublic transportplan, futureurban structure, regional serviceof
minimum,citizenparticipation,Maebashipublictransportmasterplan
Ⅰ　はじめに
　わが国では、一部の大都市圏を除く多くの地方都市圏で、人口減少と自動車への過度の依存に
伴う公共交通のサービスの水準低下という悪循環が顕在化、深刻化している。地域公共交通サー
ビスは、その多くが民間経営ベースで維持されてきているが、昨今の収益構造の悪化から、地域
鉄道２）や地方の民間路線バス３）は、極めて深刻な状況にある。
　将来的には、人口減少・高齢社会の進展や、都市的土地利用の面的拡大といった社会資本整備
の限界を鑑みると、地域のモビリティ（持続可能な移動手段）の確保は、地方中心都市はもとよ
りその都市圏では重要な政策課題となることから、地域公共交通という枠組みのなかで、公的セ
クターと民間セクターが協調して戦略的かつ実効性の伴う施策展開を重ねていくことが必要であ
る。
　本稿では、地方中心都市及びその都市圏における持続的な移動手段の確保という視点から、地
方公共団体が主体的に取り組む、地域公共交通の「目指すべき姿（目標）」の設定及び計画案策
定と、目標の実現に向けた継続的な施策展開について、群馬県前橋市の事例を中心に検証を行う。
群馬県は、自家用車保有率の高さに現れているように、モータリゼーションの進展による公共交
通機関の衰退が、国内でも早くから顕在化した。そのため、上毛電気鉄道では1998年から群馬
型上下分離方式の導入が、路線バスでは市町村乗合バス補助制度1996年に創設４）されるなど、
比較的早い時期から公共交通維持にかかる施策が展開されており、先進事例として国内他の地方
都市圏に与える知見も多いと推察する。
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　しかしながら、群馬県内では、前橋市が策定したような「将来像」を示す中長期的な計画は策
定されないまま、市町村が計画主体となって、地域公共交通の維持運営に着手しており、均一運
賃制による廉価な路線バスが出現し、民間路線バスとの運賃不整合を招いている。また、定時定
路線から需要対応型のデマンド交通（DemandResponsibleTransport　以下「ＤＲＴ」）へ運行
形態を見直すという議論が、農村部や都市周辺部のみならず、都市中心部を含めて行われており、
乗合型デマンド交通は遍く各地に適合する交通システムと考える人も少なくないようである。
　かかる背景を踏まえ、民間経営では手に負えなくなりつつある、公共的な移動手段の確保とい
う課題を、公平・平等が先ずもって求められる公的セクターが、地方財政が逼迫する状況でどの
ように関わっていくのか、前橋市の事例を検証することで、地域公共交通の維持・活性化に係る
市町村の立ち位置や役割、民業への関わり方が予見できるよう、地域政策学のアプローチから検
討を進める。
Ⅱ　地域公共交通の新たな担い手
（１）地域公共交通の考え方
　公共交通機関という用語を定義する現行法を紐解いたとき、地域公共交通の活性化及び再生に
関する法律（以下、「地域公共交通活性化・再生法」）、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律があり、前者では航空法が対象外となり、後者では区域運行や路線不定期の乗合
交通が対象外になるなど、若干の相違点はあるが、いずれも地域住民のための移動手段の確保や、
移動手段の円滑化という点で、地域政策には関与してくる。また、特定地域における一般乗用旅
客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法では、一般乗用旅客自動車運送が地域
公共交通として重要な役割を担っており、と法律の目的の中でタクシーが地域公共交通であるこ
とを明確化している。他方で、公共交通とは何かという議論からは、公共の用に供するという役
割をもち不特定多数の利用者に開かれている、という条件や、公共セクターからの費用負担を受
けている、または受け手となりうる輸送手段という見解、あるいは、乗合交通（一運行につき運
送主体と複数の利用者が運送契約を締結可能）であることなど、手法や条件を課す部分で見解が
分かれてくる。
　本稿でいう「地域公共交通」とは、地域公共交通活性化・再生法に基づくところの、地域住民
の日常生活若しくは社会生活における移動又は観光旅客その他の当該地域を来訪する者の移動の
ための交通手段として利用される公共交通機関、を論考の対象とし、公共交通事業者には、鉄軌
道事業者やバス・タクシー事業者、定期航路事業者が含まれるものとする。
　これら事業は、免許制や許可制という枠組みの中で、第３セクターの鉄道や公営バスなどを除
き概ね民間事業ベースで成立し運営されてきた。しかしながら前述のとおり、モータリゼーショ
ンの進展のほか、2000年の鉄道事業法改正に伴う需給調整規制廃止、2002年の道路運送法改正
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による乗合バス・タクシーの需給調整規制廃止など、法制度的には規制緩和が進行した。交通事
業者は新規参入機会の増加と引き換えに退出の自由が明示されたが、国による公共交通事業の管
理が、地方分権の推進と重なって地方公共団体に移譲される形となり、旅客需要の低迷する大都
市圏以外の地域にとっては、地域公共交通の維持確保に地方公共団体が主体的に取り組むことを
余儀なくされたといえる。
　このような経過の中で、道路運送法に基づく一般乗合旅客自動車運送事業、一般的にいう乗合
バス事業への支援と参入が、地方公共団体の政策の中で中心となってくる。2006年の道路運送
法の改正では、乗合バス事業に関しては、市町村もしくは都道府県が主宰して設置可能となる「地
域公共交通会議」が制度化され、均一運賃に代表されるような協議運賃の設定が可能となり、さ
らには、事業や事業計画変更など許認可手続きの迅速化が図られた５）。他方で、フルデマンド方
式と呼ばれる区域運行や、路線不定期運行は、その許可申請にあたり、地域公共交通会議で協議
が調っていることが原則となり、市町村の計画関与が無い場合、国への申請は原則認められない。
このように、乗合バス事業に関しては、地域公共交通会議によって市町村の裁量は大きくなり、
多様な輸送サービスを工夫する余地が出来たといえるが、いわゆるタクシーなど一般乗用旅客自
動車運送事業に関しては、同様の制度はなく、タクシーチケットなどの認可運賃の補助というレ
ベルでの行政支援に留まっている。
（２）国と地方公共団体の役割分担の変化
　次に、乗合バスを中心とする行政の関与を法制度と補助金等支援制度の変遷から辿りたい。
2002年の道路運送法改正に伴い、その支援体制も様変わりした。従前の地方バス補助制度は、
需給調整規制を前提としていたことから、「赤字事業者」単位を対象としたが、生活交通確保の
ために地域にとって必要な「路線」に対する補助に変更された。また、複数の市町村間経由する
広域路線を補助対象路線としたため、都道府県が地域協議会を設置して、生活交通路線維持確保
のための計画を策定した。バス運行対策費補助金制度では、国と県が半分ずつ協調して補助金を
支出し、収支率が55%に満たない場合は、都道府県または市町村が収入不足分をかさ上げ補填し
ないと、国・県ともに補助金が一切出ないという制度であった。群馬県では、不足分を県が支出
する仕組みが存在せず、市町村が補正予算等６）でかさ上げ分を負担することで、国と県合わせ
た補助金全額が支払われていた。従って、結果的に市町村のかさ上げの可否が、対象となるバス
路線の存廃の引き金となる可能性が高くなり、県の計画自体の形骸化と国庫補助制度設計の不整
合があったといえる７）。
　2006年の道路運送法改正、2007年の地域公共交通活性化・再生総合事業の創設など、国の地
方公共団体に対する支援制度は着々と整ってきた。しかしながら、バスなど乗合自動車交通に対
する支援が中心であり、交通モード横断的な支援策の必要性から、2011年には、バス運行対策
費補助のほか、鉄道や離島行路、移動円滑化など既存の補助制度が統合され、地域公共交通確保
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維持改善事業に改編された。また、この見直しのタイミングには、交通基本法の議論も大きく影
響していた。
　バス路線補助に対する主な変更点８）は、従前の広域系統（地域間幹線系統補助）に加えて地
域内フィーダー系統補助が追加されたこと、事後精算補助を事前内定方式に見直し、事業実施主
体の計画責任の重視を図ったこと、また、広域系統補助については収支率55％要件という運送
収入の担保義務的な概念をなくし、経費の45％を上限とする補助制度としたことがある。これは、
先に指摘した市町村等のかさ上げ補助の撤廃に繋がったが、市町村がどうしても残したい路線で
あれば、国と県は上限額９）までしか出さない、事業者と協議するなかで市町村補助の実施及び
補助率を決定するべき、という市町村裁量の拡大と筆者は受け止めている。このように、地域公
共交通確保維持改善事業の創設により、バス事業はもとより、鉄軌道事業やタクシー、定期航路
事業など地域公共交通の維持確保や将来計画策定にかかる主体は地方公共団体へ、国は側面支援
へという立ち位置が決定的になっている。
　このような制度変化等から、地方公共団体としてはどのように地域公共交通に関わっていくか
であるが、国はもとより地方財政が逼迫する状況においてフリーハンドに住民要望に応えること
は不可能である。更には、分権伴う地方の権限強化は、耳あたりの良い個別具体的な公約が跳梁
跋扈してしまう懸念も大きい。地域公共交通政策は、属地的な視点から施策を当て込むことが一
般的である。市町村内でその大部分が完結するコミュニティバスなどの路線定期バスやフルデマ
ンドバスなどの区域運行バス、地域タクシーなどは、市町村が計画主体となり、直面する地域課
題を解決するツールとして役立てることが有効である。ただし、単に市町村が基礎的自治体であ
るからその計画主体すべてを負う、という発想ではなく、地方自治法により広域にわたるものは、
都道府県が率先して進める必要があり、連絡調整を超えた部分での主導が求められる。とりわけ、
地域鉄道に関しては、単一市町村で収束する路線は僅かであり、都道府県の役割は大きく運行そ
のものに対し、大きく関与できる。
　他方で、同じ鉄軌道であってもJRは、そもそも国策として成立、維持されてきた経緯があり、
国民の財産を承継して民間事業の経営手法により運営している。規模的には、地方中心都市や都
道府県レベルの一方的な要望10）は及ばず、都市側施設の拡充という範囲内で、その施工経費を
ほぼ都市側の丸抱えで計画するならば早期実現性は高い。逆に、
運行ダイヤや鉄道施設の充実という点では、バリアフリー法の
ように法律的な基準値を満足するための補助や、施設老朽化よ
る更新のタイミングを見計らうなど、一朝一夕で着手出来るも
のではない。もとより、輸送能力が概ね充足されている鉄道施
設の拡充に対しては、人口減少時代を迎えるなか、他交通モー
ドとの競合が発生するも鉄道廃止がままならない状況とならな
い限りは、現時点での交渉は困難と考える。 前橋市のデマンドバス（著者撮影）
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（３）資源配分と大衆迎合
　行政施策として、地域公共交通を維持または導入する目的と功罪を考えたい。前述のとおり、
民間事業の撤退を受けた路線を行政負担により存続を図るという所作は、公的セクターが市場の
失敗を救済するという点で理解できる。また、コミュニティバスなど、高齢社会における通院や
買い物等の移動手段の確保という行政課題を解決するため導入することも税金投入の意義として
異論はない。
　ところが、鉄道や路線バスは、その運行形態の特徴から、移動サービスの恩恵を享受すること
が可能な地域は沿線に限られている。さらに細かく見れば、駅勢圏やバス停勢圏という概念があ
るように、サービスを受けられる地域は更に限られてくる。明治期以降、鉄道と政治は密接な関
係にあり、我田引鉄の考え方が根強く残ってきた。二十一世紀を迎えた現在でも、行政主導で導
入された定時定路線型コミュニティバスのルートでは、我田引バスが体現されている。理由は明
快で、税金投入による資源の公平配
分という大義名分のため、互恵平等
や公平公正という理念が行政施策に
は第一義的に求められることから、
すべての自治区などを丹念にトレー
スするといった迂回型大循環のルー
ト設定（図１）が多く見られる。11）
さらには、税金投入が前提となる廉
価な均一制運賃の設定は、並行する
民間路線バスとの運賃格差を生じ、
行政施策が直接、民間路線の撤退を
誘発する事態を生じさせかねない。
敷衍すれば、税金投入により行政側
が運賃の無料化や運行頻度の拡充と
いうかたちで無限にサービス水準を
向上させても、路線沿線以外の地域
住民は、その恩恵を受けられず、結果的に不公平感を募らせてしまう。
　そのような定時定路線方式の限界を克服する一手法として、デマンド交通が地域公共交通の救
世主として普及しつつあり、人口密度や市街地の集積度の低さから定時定路線方式では非効率で、
税金投入による費用対効果が少ない地域での利便性向上に貢献している。手法としては、路線方
式の線的なサービス提供でなく、区域でのサービスを提供し、電話予約等により都度ルートを改
編して運行する。特に農村部など集落が散在する地域では、利用機会の均等化という、互恵平等
を訴求する行政サービスに対しては大きな解決策を示している。ところが、デマンド交通の導入
図１　デマンド化以前の富士見地区巡回バス（前橋市）
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によってすべての行政課題の解決に結び付けようという、デマンド交通万能論的な短絡的発想が
出てきている。交通機関の移動需要は、本来需要を満たすための派生需要であり、本来需要に「い
つでも」や「どこでも」という条件が付されると、公共交通機関としてのデマンド交通は機能不
全に陥る。そもそも移動需要を完全に満たせるのは自家用車であり、その生活習慣を公共交通利
用に持ち込むことは無理である。また、地域公共交通であるタクシーは、いつでもどこでも誰で
もの欲求に応えるるように制度設計されているが、運賃制度の硬直性と利用者の経済的理由から
その特長が広く認識されずにいる。乗合方式のように時間設定やルート設定など利用制限により
効率的運行を企図し、一人あたりの負担を最小化しようという仕組みが潜在化されている手法で
あれば、税負担による新設・存続の可能性はある。つまり、無限の利用者欲求に対しては、民間
レベルでの競争原理に基づくサービス向上の範疇で追求される性質にあり、公的セクターが公共
交通に関与する場合は、常に地域の身の丈にあったミニマム・サービス水準を意識しつつ、制度
設計の試行錯誤を継続することが不可欠となる。
　とはいえ、デマンド交通も情報通信技術の向上で台頭して、今後、自動車の無人運転などの技
術が台頭して普及すれば、既存の乗合事業としてのデマンド交通は、カーシェアリングの行政補
助というような、道路運送法の制約によらない手法で、移動需要を充足できていくものと予見す
る。
（４）市町村地域公共交通計画の策定状況
　群馬県では、鉄道やバスなど公共交通の公的支援策が早期に出現しているが、公共交通の「将
来像」を示す中長期的なビジョンがないまま、市町村が計画主体となって、均一運賃のコミュニ
ティバスや、無料の路線バスを運行している例があり、無料のデマンドタクシーが運行していた
時期もある。他方で、地域公共交通活性化・再生法に基づく連携計画が策定され、既存の公共交
通体系を部分的に見直そうという動きもみられたが、実現には至っていない。このように公共交
通にかかる行政施策は、中長期視点でブラッシュアップしていくというよりも、打ち上げ花火的
なアピール性の高い事業が、既存計画や利用者視点といった本質的な部分を飛び越して実施され
ている。換言すれば、公共交通の特性や役割に対する理解の希薄さから、施策に対する発想自体
が過度なマイカー利便の依存を出発点として展開されてきた経過が垣間みえる。
　全国的に見た場合、法定の連携計画の策定件数は平成24年度末で510件に及んでいる。また、
中核市クラスの都市では、交通に関わる計画や戦略の策定状況について、2013年に金沢市が調
査しており、その結果をみると、回答のある18都市（中核市14市、特例市２市、その他２市）
のうち、中核市、特例市ではすべて、交通戦略12）や交通ビジョン、前橋市と同様の交通マスター
プランという名称で策定実績がある。ただし、交通はキーワードとしているが、都市交通、総合
交通、公共交通という具合に若干の差異がある。各都市では交通課題として、公共交通の利用促
進は普遍的に抽出されているが、そのほか新幹線の開通インパクトへの対応、ＬＲＴ導入検討や
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バス路線再編といった交通軸の整備、富山市のようにコンパクトなまちづくりを全面に出す回答
もあった。また、現行制度の策定時期は、2007年以降のものが大半であり、計画年数も５年以
上の中長期的なプランである。
　このように、市町村が交通という課題に関わるケースとしては、公共交通の維持活性化および
都市整備という主に２つのアプローチがある。また、バス運行などでは商業振興や企画部門と組
み合わせるケース、交通局など公営事業として実施するケースなど多様であり、部門横断的な政
策課題いえるあるため、行政計画の策定が施策の一貫性確保に有効と考える。
Ⅲ　前橋市公共交通マスタープランの策定
（１）前橋市の公共交通政策の経過
　本章では、2011年８月に公表された前橋市公共交通マスタープラン（以下、「プラン」）の策
定経過を辿り、その内容や策定協議会による議論の経緯と、公表後のプランの内容を比較して考
察する。
　まず、前橋市の公共交通政策の実施状況であるが、鉄軌道に関する前橋市の施策として、ＪＲ
東日本の駅周辺の整備に関わるものは、1995から2000年度にかけて、両毛線前橋大島駅の新設
開業にかかる橋上駅舎及び自由通路の設置、北、南口駅前広場整備等の整備実績がある。また、
2006 〜 2011年度の駒形駅改修に伴う橋上駅舎及び自由通路の設置、北口駅前広場を整備して
いる。前橋駅に関するものでは、北口駅前広前整備を2007 〜 2011年度にかけて実施し、公共
交通エリアと一般車エリアの分離や島式バス乗り場の解消などバリアフリー化が図られている。
新前橋駅では、2010年度に改札内エスカレーターの改修補助、東口エスカレーターの更新、
2012年度には西口エレベーター棟の新設が実施されており、ＪＲ東日本に関わる整備金額の合
計は66億円余り、市負担は37億円弱に及ぶ。一方、上毛電気鉄道に対しては、2000年の中央前
橋駅新駅舎建設、2011年度の江木駅前広場改修に伴うパークアンドの拡充、2011年度に群馬県
による大胡駅前広場整備などが実施されている。
　これらは、駅前広場や自由通路など都市側の施設整備と、駅の新設及び駅舎改修であり、この
施策により駅結節機能の向上が図られるとともに、駅の新設による利便性向上や老朽化した駅舎
の更新が行われた。都市整備のアプローチから鉄道事業を支援し、鉄道はもとより二次交通とし
てのバス・タクシー利用者の増加に資するというスタンスである。
　さらに上毛電気鉄道には、1998年度を初年度とする５か年間の経営再建計画の策定以降、上
毛線再生基本方針にもとづき、鉄路や電路などの鉄道設備そのものの更新や修繕費等の欠損に対
して補助するとともに、群馬型上下分離の枠組みから、市町村に納付した固定資産税相当額につ
いても補助金を支出し、路線の維持を図っている。
　次に、前橋市が路線バス政策の端緒として主体的に関わり出すのは、1992年の上電バス県庁
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前〜西大室間の廃止に伴う、代替バスの開始13）からである。その後、1993年には、東武バスの
撤退により２路線が、1996 〜 97年には群馬バスの撤退による廃止代替５路線が加わった。こ
のように、1998年ごろまでは、廃止代替バスの維持施策が主であった。その取組みの中で、廃
止事業者以外のバス事業者と前橋市で運行契約を締結し運賃収入不足分（運行欠損）を補助金と
して補填して維持するという手法が定着した。その後、2002年６月に所謂コミュニティバスの「マ
イバス」が運行を開始する以前にも、廃止代替以外の「委託路線」（本稿では、市町村が主とし
て欠損補助方式により、バス運行事業者等と運行契約書を締結して開設、維持しているバス路線
14）。）が、市の企画立案によって開設されており、廃止代替路線の系統増設という手法と、道路
運送法４条の系統を新規に事業者が国あて申請する手法が取られているが、いずれも欠損補助方
式により運行を開始したものである。
　さらには、2002年のマイバス運行開始以後も、2004年の大胡町、宮城村、粕川村と、2009
年の富士見村との市町村合併による委託路線の承継、マイバスの新規２路線の開設など、2013
年現在で委託路線数は24、車両台数は常用で43台、欠損補助合計額は３億円15）余りを計上する
に至る。
　このように、委託路線バスは各路線が20年余の間に段階的に導入され、拡充以外の見直しは
図られない「足し算」方式で維持され、路線の位置づけや役割分担も明確化しないまま運行が継
続していた。このような状況下であっても、マイバスやその他委託路線バスの運行ルート見直し
要望、民間路線バスとの運賃不整合などの課題が山積していたことを考慮すると、地域公共交通
の諸課題に対し、運行方針やルール化について、採算性や効率性、さらには環境への優位性等に
も配慮しながら、地域の特性や、実情に即した公共交通サービスのあり方を検討することが、早
急に求められる時期にきていたといえよう。
（２）基礎調査の実施
　公共交通機関の将来像を検討するにあたり、まず身近で市の政策方針が色濃く反映可能な路線
バスの利用状況把握が求められた。それまで、市としては、バス事業者が報告する利用者数や、
維持経費のデータの累積があったが、利用者の行動把握（便別、曜日別、バス停別、個人トリッ
プ毎の乗降データ）という視点では、新しい情報が存在しなかった。
　そこで前橋市では、2009年度に緊急雇用創出基金事業16）を活用して「路線バス乗降調査」17）
を実施した。市内を運行する全バス路線の全便すべて調査するよう計画し、市内のみならず広域
路線の場合は市外データも含めて収集した。調査手法としては、最初に平日１日の乗降調査を実
施し、バス停毎の利用者数を収集し、大まかな利用動向を把握した。２回目以降のＯＤ調査では、
利用者の乗車時に各人に調査票を配布し、乗車バス停、降車バス停、支払い方法、障害割引等を
記載したのち、下車時に回収することとし、個人毎の移動データを悉皆把握した。
　乗降調査データからは、路線毎、バス停毎の利用者数や、車内乗車人数を集計し、各バス停間
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での車両人数を示す輸送断面図（図２）を作成した。また、ＯＤデータは、乗降調査データを更
に細かく集計できるため、路線バスの利用実態をつぶさに把握できる。そのため、ＯＤ集計18）は、
全路線全便で平日ダイヤ運行日（以下「平日」）8,969サンプル、土日祝日ダイヤ運行日（以下「休
日」）3,745サンプル、合計12,714サンプルを集めた。その結果、休日の利用者数は、運行便数
が平日の78％に間引かれるのに対して、利用者は平日の42％までしか達していないことが判明
した。また、このデータの分析をさらに進め、以下のことが判明した。
　①利用区間別利用者数は、平休日とも、市内〜市内移動者が全体の８割以上を占め、市内〜市
外、市外〜市外は僅かである。時間帯別利用者数は、平日は朝７時台の集中型ピークと夕方15
〜 18時台の分散型ピークがあり、休日は目だったピークはなく全ての時間帯で平日の利用者数
を下回る。また、方面別では、市内中心部方向及び周辺部方向とも７時台がピークであり、７時
台は市内中心部方面へ、８時台は郊外方面への利用が多い。②路線別利用者数での集計は、前橋
駅から、国道17号渋川駅方面の利用が、調査対象41路線中の大部分27％を占めており、群馬大
学への通学はもとより１時間あたり３〜７本程度とその運行頻度の高さから、沿線住民の日常の
足としての認知が維持されている。また、平日は、自主路線19）の便数が委託路線の1.1倍である
にもかかわらず、利用者数では2.6倍となっており、自主路線の運行効率が高く、委託路線は、
その補完的な役割を果たしていることが立証された。③支払い種別かかる平日の状況は、現金
33％、バスカード51％、定期券15％でなっている。割引率の高いバスカードが広く普及し、休
日の定期券利用は1%以下という状況であった。④バス停別利用者数について、平日及び休日の
２日間の合計を集計し、比較すると、前橋駅が3,859人と調査した全トリップの45%を占め、２
位は本町1,295人（10%）となる。続いて群大付属小前495人、群大荒牧452人、県庁前451人
となる。この状況は、路線網のハブとなる前橋駅、本町は、目的地利用のみならず乗換え利用も
図２　輸送断面図（前橋〜新町玉村線・前橋公園方面）前橋市資料から筆者作成
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あるため傑出し、かなり差をつけて、付属小や群馬大学、県庁・市役所など、通勤通学の旅客需
要を満たすための目的地が続いた。
　路線バス利用状況のみの調査では、公共交通計画
のニーズを把握し、プランニングするには限界があ
るため、2010年には、前橋市内全域を12地区20）に
分割し（図３）、15歳以上の市民2,500名を対象と
して「公共交通に関するアンケート調査」を実施し、
1,376サンプル（回収率55.0%）の結果を得た。
　この作業の主となる調査目的は、①普段交通を利
用しない方を含め、日常移動がどのような状況にあ
るのか把握すること（簡易的なパーソントリップ調
査）、②今度行政が施策展開を進める上で、どのよ
うな交通モードに対し施策を重点化すれば、市民の
満足度が上昇するのか、という２点である。「①」
の結果については、マイカー依存が極度に進んだ市
内では、利用交通手段別では、自分で
運転する車が79％、自転車が12%で
あり、鉄道、バス、タクシーを含めた
公共交通機関は併せて7.3％と１割に
も満たない状況であった。公共交通利
用率が高い地域は、桂萱10.9％、本
庁10.5％と、上毛電鉄やＪＲ前橋駅
など、鉄道駅やバス路線が比較的充実
している場所、逆に低かったのは、富
士見3.6％、元総社・東5.4%であり、
自家用車付きの住居を所有する比較的
若い世代が多い場所が抽出されたと推
定する。
　地域間流動を把握するためトリップ
を集計すると、移動目的別では、通勤
通学は、本庁は自地区内完結の流動が
多く、その他の地区では本庁又は高崎
市・伊勢崎市へ向かう流動が多い。（図
４）食料品・日用品の購買は、本庁、
図３　12地区　区域区分図
図４　地域間流動
（前橋市公共交通マスタープランから抜粋）
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南橘、元総社・東、富士見、桂萱、大胡では自地区内完結が多く、芳賀、上川下川地区では市内
他地区へ、総社清里は市外への流動が多い。食料品・日常品以外は、本庁は自地区内完結が多く、
それ以外の地区は、本庁など市内他地区への流動が多い。通院に関しては、本庁、元総社・東で
は自地区内完結が多く、それ以外の地域では、本庁へ向かう流動が多くなっている。
　総じて見た場合、多くは、市内周辺地区から市中心部である本庁へ向かう動きであり、この結
果は、路線バスのみならず、すべての移動手段を合計した値である。例外としては、永明・城南
は伊勢崎市への流動が多く、元総社・東は通勤・通学、非日常品の購買で高崎市への流動が多い。
従って、前橋市内では、郊外化によって本庁管内の中心性が低下したといわれる平成以後であっ
ても、現時点において中心市街地や前橋駅など中心部への移動需要は残っているといえよう。
　この結果から、市内周辺地区の相互間を結ぶような移動需要は量的に不足しており、環状機能
を具備する路線型公共交通の成立は困難であると推察できる。また、前橋市は過去20年にわた
り路線バス施策を展開し、前橋駅及び中心市街地をハブとする放射状のバス路線が維持されてい
ることから、この構造を基本として、中心市街地へのアクセス性をさらに強化し、必要な路線見
直しを実施することが合理的である。また戸所(2010）が指摘しているように、東・元総社は、
高崎市方面への流動も多く、JRの運行本数も多く、バス新前橋駅を他市からのゲートウエイとす
る機能強化を図るとともに、主として利根川西側の市街地へのアクセス強化を図るためのフィー
ダー機能を有する公共交通機関の拠点として整備を進める必要性が高い。
　次に、②の利用者サービスの満足度調査は、アンケート結果から満足度と、重要度を求め、鉄
道とバスの各施策と現状が、対象者にどのように受け止められているか、また満足度を上げるた
めの改善策に対する重要度が、どの
ように捉えられているのか把握する
ため実施された。
　結果は図５に示されている通り、
鉄道については、運行本数や始発の
時間、運行情報の分かりやすさの満
足度が高く、総じて改善よりは維持
を望む割合が高い。バスについては、
自宅とバス停との距離ついては満足
度が特に高いこと、目的地とバス停
との距離は、改善の重要度は示され
ているものの満足度は平均以上であ
ることから、数多くあるバス停の認
知はされていると考える。また、バ
ス乗降のしやすさの満足度は、平均
図５　交通モード別の改善策による満足度変化
（前橋市公共交通マスタープランに一部加筆）
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以上であり、市の施策としてバリアフリー対応の低床バス導入を推進している結果であろう。他
方で、特に改善への期待が高い項目は、バス運行情報の分かりやすさ、バス運行本数、満足度が
低い項目は終発時間となっている。
　このような結果から、鉄道とバスというモード別に、施策の重点度、優先性を考慮した場合、
バス施策の展開が速やかに市民レベルでの公共交通の満足度向上に繋がるという結果が抽出され
たため、プランに位置づける施策展開は、鉄道よりはバスのサービスレベル向上に向けて軸足を
置く内容が選択された。
（３）計画策定に向けた議論と検討内容
　プランの策定にあたり、2010年６月に「前橋市公共交通マスタープラン策定協議会」が設置
され、学識経験者４名、商工関係団体１名、市民代表３名、交通事業者４名、行政委員４名の合
計16名をメンバーとした。市民代表の委員は一般公募が行われ、大学生を含む３名が選出た。
策定協議会の会議は、５回の協議会開催に加え、学識会議１回、マイバス新路線専門部会が３回
行われている。
　経過としては、第２回の協議会で、目標と基本方針（案）として「人とまちに調和する持続可
能な公共交通体系の実現」が示され、５つの基本戦略と７つの基本方針が提起された。地域公共
交通を社会的インフラという観点から、持続可能なネットワークシステムとしてその機能性を高
めていく、という趣旨であり、公共交通ネットワークの形成に前橋市の施策を示すというスタン
スである。
　５つの基本戦略の中で特徴的な概念は、
公共交通が「都市の骨格を支える」という
考え方に基づき、都市の連携・交流を支え
る、将来都市構造を見据えた公共交通体系
を目指す、とされたことである。公共交通
機関を都市の装置として、都市計画マス
タープランと整合を保ちながら、ネット
ワーク機能を維持、見直していくという視
点が重視されており、今後の公共交通体系
のイメージ21）として、図６が示された。
　次に、異なる交通モードの役割分担に関
する整理という視点から、プランにおける
位置づけを考察したい。前橋市の委託路線
については、マイバスについて、特に見直
しや改善要望が多く、その役割分担を明確
図６　将来の公共交通体系イメージ
（前橋市公共交通マスタープランから抜粋）
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化する必要があった。もとより、マイバスのみならず、市内を走る交通モード全般について、路
線の守備範囲や役割分担、運行ルールや見直しや拡充等の方策と方針が不明確であり、必要な議
論を経てそれぞれのモードの目的や役割を明らかにすることが求められていた。そのため、プラ
ンでは、交通モード別に、鉄道とバス、タクシーを加えた３区分とした。バスは、広域路線、放
射状路線、支線、中心部路線と更に４つに分類して各役割を明確化し、広域都市間の連絡輸送を
担う鉄道や高速バス、市中心部と郊外間の連絡輸送を担う自主路線や委託路線、またマイバス各
路線やデマンド交通のふるさとバス、富士見村から承継したるんるんバスについては、均一運賃
制や区域運行制を採用する事情から、コミュニティ交通と位置づけ、道路運送法に基づく地域公
共交通会議の協議路線とすることが記されている。マイバスに関しては、新規路線の社会実験を
行う中で、マスタープラン策定協議会の付属組織として別途マイバス専門部会を立ち上げ、マイ
バスの「今後の導入・運行にあたって重要となる考え方」について検討を進めた。タクシーにつ
いては、特性に合わせた活用を図るため、個別輸送や区域運行、相乗りタクシーの推進といった
小規模需要に適合する交通モードとして位置づけた。
　また、プランに掲げる目標では、持続性の確保が重視されている。その目標を受けて設定した
基本戦略では「永く愛される交通手段」という説明に対して、民間事業の活用が上げられている。
路線の継続性という観点からは、民間事業と比較して公的セクターによる維持のほうがより有効
であるが、費用対効果に乏しい事業への継続的な税金投入は不合理である。プラン策定以前には、
見直しや廃止のルールは存在していなかったため、制度設計による転換という議論の中で、見直
しや休廃止の手続きについて手法が具体化された。
　そこで指標として採用された基準が収支率である。この指標は。群馬県が実施する「市町村乗
合バス事業費補助金」でも、新規路線指定や補助金打ち切りで使用されている。プランでは、市
の委託路線では、主として対距離制運賃を使用する路線に対し、表１のとおり基準化され、見直
しフローに基づいて運行の休止や廃止に至る流れ
が明確化されている。なお、コミュニティ交通は廉価な均一の協議運賃を採用するため、収支率
基準は、対距離制の１/２が採用となった。
　また、制度設計による持続可能な公共交通への転換施策の一つとして、広域路線の国県補助路
線22）化と、地域住民と行政の協働が主要な理念として位置づけられた。法定の地域公共交通会
議のように地域住民を構成員
に含んで市が主宰となるケー
スもあるが、プランには、「地
域組織」が主体となって行政
が支援しながら導入を目指
す、というスキームが想定さ
れている。これにより、地域
表１　委託路線見直し収支率基準
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の足を確保するための事業の運営に、地域住民が直接関わりを持ち、利用促進に繋げることはも
とより、行政が主体となる「陳情・要望対応型」から、市民・行政・事業者の三者が協働しで路
線の維持確保に努め責任を分担する「協働・責任分担型」へと発想を転換する道筋が示されてい
る。
　この地域組織という考え方は、2009 〜
2010年度にかけて、前橋市南部の下川地区
で半年間実施された相乗りタクシー導入実証
実験23）がモデルとなっている。自治会連合
会がタクシー事業者と連携し、定額の利用券
を発行して運営するという県内初の取り組み
であったが、その後中断している。地域主体
の交通手段の確保については、ボランティア
活動の範疇等で無料送迎を実施するケース
と、交通事業者を活用して運行し、運賃収受
を伴う手法があるが、前者は既存交通事業者
との軋轢が生じること、後者は運営費用の担
保と利用者の乗車予約などを連絡調整する人
材の必要性などから、いずれもハードルが高
いようで、前橋市の公共交通施策の範囲内では、本格的な実現には至っていない。
（４）プランの公表
　議論結果としてプランの素案が策定協議会から市あて提出されたのは、2011年度４月であっ
た。それを受け市では、協議会素案をベースに市の計画案として公表し、１ヶ月間に渡るパブリッ
クコメント（以下「パブコメ」）を実施している。パブコメに対する結果及び考え方は公表され
ており、18名から73件の意見を受けている。2011年度に前橋市では、プランを含め６件の計画
案についてパブコメを実施しているが、人数、件数とも最も多く、その関心の高さがうかがえる。
　意見は37に分類され、１分類を除き意見に対する市の考え方が載せられた、内容は、路線バ
スにかかるものが最も多く、マイバス９件、富士見地区のバス７件を含め、バス全般を主題とす
るものが34件と半分近くを占めた。また、公共交通全般の充実を求める意見や将来の公共交通
体系に関する持論など公共交通全般にかかるものが10件、プラン策定後の推進に係るものが4件、
また、運賃については廉価にすべきという意見や他路線バスとの整合を図るべきという意見が寄
せられている。
　その他、ICカードや低公害車の導入、交差点改良など施設整備にかかる意見、交通弱者の救済
や自宅の近隣にバス路線新設をという個人的要望など多岐にわたる。鉄道に関するものは、上毛
表２　下川淵地区相乗りタクシー実証実験概要
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電鉄の存続について１件、鉄道とバスの乗継強化や新前橋駅の結節性強化（バス施策と重複カウ
ント）などがあり、鉄道事業そのものに係る意見は少ない。
　これら意見を集約、回答し、市議会への報告など必要な手続きを実施した後、2011年８月に「前
橋市公共交通マスタープラン」が公表されたが、パブコメの反映という視点から点検すると、意
見を受けて内容の修正に至ったのは、章見出しや施策項目番号を挿入するというものに限られ、
施策への反映はみられず、事務的な修正のレベルにとどまっている。
Ⅳ　策定後の施策展開
（１）新たな政策課題の表出
　プラン公表後、策定協議の段階でコミュニティバス（マイバス）の導入コンセプトを明確化す
るため実施した新路線について、内容が正式にプランに盛り込まれたことから、マイバス東循環
として本格運行に移行した。これによりマイバスは東西南北４路線体制となり、ネットワーク性
が強化された。
　ところが、その１ヵ月後の2012年２月の選挙で、運賃200円で市内全域に乗合方式のデマン
ドバスを導入するという公約を掲げた新市長が当選する。選挙運動と論戦の中で、その運行内容
は、いつでもどこでも誰でもと言うように、徐々に守備範囲が拡大し、複数乗車と遠回りがある
という以外は一般のタクシーとほぼ同様のサービスレベルに達していた。もとより、プランは各
交通モードの役割分担を明確化し、持続的にその共存共栄を図ることを理念としており、このよ
うなオールマイティ形の新たな交通モードの想定はしていない。
　デマンド交通にも複数の方式が存在し、サービスレベルも多様である。大別すると、①定時定
路線バスを基本として運行に融通性を持たせる方式②タクシーを基本として運行に制限を設ける
方式があると筆者は考えている。前者は、予約システムではＮＴＴ方式が代表的で、発車時刻固
定、路線非固定という、バス運行に融通性を付与する形で差別化を図っている。前橋市では
2007年から後者の方式を予約システム導入により実施してきた。乗降ポイントを設けること、
他者と乗合になり遠回りする場合があること、運行区域を制限することで、タクシーから一定の
利便性を差し引く形で差別化を図った経過がある。
　利用者の生活スタイルにも左右されるが、需要への即応性など利用者サービスを重視する予約
システム導入という自然科学系的な視点では「②方式」が勝っていると考える。逆に、制限設定
によるサービスレベル改善の余地が先見えする計画は、人本来が持つ無限の欲求への挑戦の中で
議論がエスカレートし、導入時のルール化を蹂躙することで、結果として現行の秩序を撹乱して
棲み分けや役割分担を反故する可能性がある。すなわち、行政施策の中では、システム的な優劣
の議論を凌駕して、運営や維持のなかで如何に地域の利害関係を調整して秩序を保ち、無限の欲
求をコントロールしていくかという人文・社会科学系的な視点を持つ必要があり、地域政策学の
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接近からこれら公共交通にかかる課題の事例を検証していくことは、地域政策全般に関わる普遍
性や一般性を導き出すことに繋がる。
　そこで求められてくる課題が、行政施策としての地域ミニマムをどのように設定するか、とい
う事例の体系化と数値目標の一般化である。地方公共団体の財政力はもとより、地域特性（人口
密度、年齢別人口構成、公共交通分担率、自家用車保有率、移動距離、医療機関・小売店舗等の
立地特性）などの指標を用いて、公共交通サービス水準の地域ミニマムを類型化する研究の必要
性を記したい。併せて、民間主導で対応するサービス水準との境となる閾値、サービスではなく
セーフティネットで担保される領域との棲み分けが研究、議論され、国の機関などから公表され
ることが、地域公共交通の適正な維持活性化に繋がるものと考える。
（２）プラン進行管理の状況
　昨今の行政計画では、定期的に
その進行管理を着実に進め、必要
な加除改編を実施することが一般
的である。プランにもその内容が
盛り込まれており、公表から２年
経過した2013年に「前橋市公共
交通マスタープラン計画推進調整
会議」が設置され、計画の推進とプランの検証が実施された。
　プランでは、基本方針にもとづき、①バス基本サービスに向けた取り組みが10施策、②公共
交通の利便性向上、利用促進に向けた取り組みが27施策、③制度設計による持続可能な公共交
通への転換施策が３施策、合計40の施策が設定されており、進捗状況が明らかになった。
　表３を元に、進捗区分から見た場合、着手率は82.5%となっている。未着手のものは、主なも
のとしては、高速バスなど民間バス事業に係るものや、バス運賃の適正化にかかる施策である。
完了関係は、「るんるんバス」のデマンド方式による本格運行の見通しが着いたこと、及び「前
橋駅前広場の再整備による結節機能強化」という施策が平成23年度に完了したことによるもの
である。時点評価に関しては、前橋駅前広場整備が完了に分類されたが、会議録には完了という
ことはなく、必要な整備を継続するべきという発言があり、進歩区分の設定に工夫の余地が残さ
れている。なお、前橋市では年１回程度、この会議を開催し、必要な進行管理を継続していくと
している。
（３）目標の実現に向けて
　最後に、プランの策定経過と進行管理の状況を検証する中で、目標として設定されている「人
とまちに調和する持続可能な公共交通体系の実現」に向け、基本戦略や基本方針に基づき、施策
表３　進行管理の状況
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展開を加速又は強化する必要性がある課題等について私見を論述したい。
　まず、将来都市構造を見据えた公共交通体系を目指すという視点からである。プランには、公
共交通のイメージ図は示されているものの、この地域（エリア）は公共交通が長きにわたり維持
されるであろうという認識を持ち、個人レベルでは居住地の選考要因として、民間事業レベルで
は店舗やオフィスなどの立地に繋がっていくか、という点では、その効果と訴求性に疑問が残る。
例えば、国道17号線の沿線であれば、路線バスが群馬県内トップレベルの運行頻度が確保され
ており、輸送能力も高い。こういった優位点を打ち出すべく、公共交通活性化推進エリアといっ
た面的ゾーニングの設定を議論し、プランに盛り込む必要性があったと考える。
　次に、実質的な同質地域内での都市間輸送として、高崎市との政策的連携の視点が欠如してい
る点を指摘する。とりわけ、東日本大震災直後は、JR両毛線は支線的な扱いを受け前橋駅の機能
回復には時間を要した。バスはその機動性に富む性質から、大規模災害時におけるバス輸送の確
保が通達24）されており、現に前橋・高崎間の都市間バスは、連日満員で、臨時便も運行した。従っ
てこの機能を担う路線バスに対しては、路線維持確保のための、両市独自の施策の必要性を感じ
る。
　またプランは全体的に実現可能性の重視から、小粒な施策が多い。マスタープランと称するな
ら、2000年前後に議論されたLRTやDMVなど、将来都市構造に影響する鉄軌道系の新しい交通
モード25）について言及に乏しかったと考える。施策展開数はバスにかかるものが大半を占め、
鉄道施策の充実を求めたい。加えて、新前橋駅に関しては市中心部へのアクセス性向上が施策化
されているが、市外からの高いアクセス性をさらに活用し、二次交通のハブ的な機能を具備する
ような機能強化策が求められる。このような長期的な目標設定は、即物的なポピュリズム政策の
萌芽に一定の抑止効果を持つものと思惟する。ただし、鉄軌道は市町村内では収束しない広域輸
送を担う交通モードであり、地方鉄道に関しては、行政レベルでは都道府県の主導的役割が求め
られ、またJRに対してパートナーシップをもって対峙していくには、一市町村内のみの調整及び
意志決定だけでは実現に至らない性質がある。従って前橋市のプランが、バス施策を優先的に扱
う構成となった理由は否定しない。
　次に、利用促進に向けた施策について言及したい。一つはICTを活用した情報サービスの普及
である。前橋市では高崎河川国道事務所が主体となって全市域にバスロケーションサービスが展
開されていたが、2010年に終了している。プランには情報提供に関してはＷＥＢサイトの活用
が盛り込まれたが、利用者や学生の多い路線には、簡易なバスの位置情報サービスの提供、及び
連携するバス時刻表情報の検索サービスが望まれる。これは、通勤、通学などの定期旅客に対し
て利用価値の高い施策である。また、前橋市の移動需要が平日に傾倒している状況は、乗降調査
からも明らかであるが、共通バスカードの割引率の高さから、定期乗車券の販売実績は極めて低
い。定期券は経由路線上で途中乗下車可能であり、この普及を図れば、郊外の大学から前橋駅に
向かう経路上に中心市街地があるケースが多いことから、途中下車による訪問機会の増加に繋が
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ると考える。
　持続的な運行サービスの提供に向けた基準化という視点から、地域住民が主体となって移動手
段を維持確保するという手法を考えたい。市民アンケートなどを見る限り、公共交通への関心は
高いが、実際のところ、加齢により自家用車が運転できなくなった想定、という将来の保険的な
意味合いで運行を希望する声を聞く。下川地区実証実験の結果を見る限り、地域レベルで日々の
予約を取りまとめ、相乗りをコーディネイトする人材の確保は難しい。また、輸送サービスの供
給サイドが、どんなに利用者を気遣い、使いやすい運行計画を仕立てても事業的な成立は困難で
ある。であれば、サービスを享受する側が集まって初めて輸送サービスを供給するという、受注
型の運行計画が合理的であり、そのアプローチからの制度設計に期待したい。
　また、地域公共交通会議の課題に触れると、道路運送法に許認可に関しては、市町村の特権で
あるという見解がある半面、国が権限移譲に名を借りた許認可の責任放棄的な側面もある。法人
等が一般乗合旅客自動車運送事業を開始する際には法４条に基づく事業の許可を受けるとともに
運賃料金の上限認可を取るが、会社独自の運賃率の算出は、輸送原価計算にあたり複雑さを極め
ると聞き及んでおり、実質的な参入規制となっている。例えば、2006年の法改正で生じたみな
し４条事業者等は、他路線の譲渡譲受がなく自社の賃率を有さない場合は、新規ルートを通るな
ど新たな運賃計算が必要な系統開設が原則出来ない。ただし、地域公共交通会議を経て調った協
議運賃であれば、運行できるというように、民間事業者の参入課題が地域公共交通会議案件にす
り変えられている。
　最後に、プランに盛り込まれていない内容として、市町村には民間路線の休廃止対応（マニュ
アル化）の必要性を記したい。2002年の法改正で事業者には届出による退出の自由が保証され
たが、県地域協議会に対する退出意向申し出の配慮が通達されていること、道路運送法第15条
の２に基づき国は関係地方公共団体や利害関係者に意見聴取することとなっていることから、事
業者退出までの対応時間確保の機会が残される半面、住民に対して意見提出に係る説明責任を確
保する必要がある。民間の自由な経済活動に全面委任するという抗弁は困難と考える。
Ⅴ　まとめ
　本稿では、公共交通事業に関する規制緩和と地方分権の進展に伴い国から地方へと地域公共交
通に関する維持活性化の主体が遷移する国内情勢を踏まえ、市町村の公共交通政策にかかる中長
期計画策定の必要性と策定後の展開を探るため、群馬県前橋市を事例として「前橋市公共交通マ
スタープラン」の策定経過や策定後の施策展開を調査することで、地域政策学的な知見を抽出し
ようと試みた。
　地方公共団体とりわけ市町村における地域公共交通施策は、道路行政などとは異なり、交通事
業者等の管理を長く国が実施してきたため、市町村が主体的に施策展開を図るためのノウハウが
新　保　正　夫
− 80 −
不十分であることから、中長期的な視点での地域公共交通の維持活性化計画が必要である。その
中で、鉄道など広域的な交通モードの政策は、国や県が主体となる役割分担が重要であり、市民
とって身近な移動手段である乗合バス等の自動車交通施策では市町村の果たす役割が大きい。ま
た、部局横断的な政策形成の中で、特に将来都市構造を見据え都市計画マスタープランなどと整
合性を保つ計画策定と施策の展開が求められる。とりわけバス交通施策は、住民に身近であるこ
と、地方分権により市町村の政策的裁量が増大したことを踏まえ、政治公約などでは揺るがない
施策の一貫性が求められる。併せて、公共交通サービスの確保という視点での地域ミニマムの研
究、議論による標準指標の析出の必要性について言及した。
　また、地域公共交通の導入、維持に係る市民参加のあり方に触れ、行政、市民、交通事業者が
公共交通の必要性を切迫して感じ、形式的な市民主体論を排除すること、三者協働による持続性
の高い運営方法を継続する強かな熱意が求められることを説いた。そのためには、多様な運行主
体が共存する必要性を論じるなかで、自社賃率の課題など実務的な参入規制に疑問を呈し、交通
事業者の企画力と実務遂行能力の維持向上を図る観点から、市町村が独断的に運営計画主体とな
りうる地域公共交通会議制度の功罪を考察した。
　いずれにしても、地方中心都市などで普及した自家用車に極度に依存した生活スタイルと、自
家用車の都市内導入に対応するためのまちづくり施策は転換期を迎えている。いつでも、どこに
でも、という個人欲求に応える行政施策を改め、地域公共交通の維持を図る中でその交通モード
毎の役割に応じた活性化策と利便性向上を追求し、適度な移動抑制の伴う生活スタイルが市民に
受容されるよう理解を求めることが肝要である。併せて、地域公共交通施策はもとより、行政支
出に多くを頼らない市民の自立性が高まるような施策展開へと徐々に移行させていくことが、今
後の地方行政の課題となると考える。
 （しんぼ　まさお・前橋市役所／高崎経済大学地域政策研究センター研究員）
【付記】
　戸所隆先生には、本学における学恩はもとより、公私にわたりご面倒をおかけして感謝の念に堪えません。謹んでここに
御礼と退職のお祝い記すとともに、先生の益々のご活躍とご健康をお祈りいたします。
註
１）　本稿は個人的な見解に基づくものであり、所属する組織の見解を代表するものではない。
２）　地域鉄道とは、一般に、新幹線、在来幹線、都市鉄道に該当する路線以外の鉄道路線のことをいい、中小民鉄及び第三
セクターを合わせて地域鉄道事業者と呼び、2013年現在で91社を数える。2011年度は全社中69社(76％）鉄軌道業の経
常収支ベースで赤字を計上する。
３）　三大都市圏以外の乗合バス事業者では83％が赤字と厳しい経営状況となっている。
４）　廃止路線代替バス運行維持費補助制度（県単補助）は1972年に創設され1995年まで続いた。
５）　地域公共交通会議は、路線ごとの設置が可能である。標準処理機関の短縮，運賃認可の届出化等のメリットが得られな
い（通常の基準・期間で申請手続きを行う）ことを受容しさえすれば、設置の是非は市町村判断によると考えて差し支え
ない。（ただし、路線定期運行に限る。）
６）　事後精算方式であり、補助対象期間が終了してからでないと55％クリアか否か判断できないため、市町村が当初予算で
この部分を計上することは、特定の路線の位置づけがない限り困難であった。
７）　前橋市では2008年から地域公共交通確保維持改善事業が開始となる３年間に、２社に対し４件の臨時的な補助を実施
している。
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８）　地域内フィーダー補助が政令指定都市・中核市を原則補助対象としないことは、国側の財源的理由が見え隠れし、補助
制度自体の理念と目的を逸脱している。編入合併により市域が拡大した中核市の多くは、財源移譲の僅少さに加え、民生、
保健衛生等多くの財政負担を必要とする事務を抱えている。
９）　平均乗車密度の少ない路線では、みなし運行回数の適用により、実際の運行回数よりも補助対象回数が減じられるため、
経費の45%は補助されない。群馬県内の実績では、補助対象25系統の経費合計に対する国県補助額は14.7％（2012年度）
である。
10）　道州制施行により行政権限が強まれば、関与の余地の拡大が見込める。
11）　前橋市が2009年に市町村合併で富士見村から承継したるんるんバスは、概ね30㎢の地域を１周43.2km、所要時間約
100分、山間部を除く30弱の自治会を通る巡回運行であった。
12）　地方整備局の補助メニューで都市・地域総合交通戦略の策定に対する支援という項目があり、交通戦略という用語が多
用されていると考える。社会資本整備総合交付金（都市・地域交通戦略推進事業）
13）　大島登志彦作成の年表によると群馬県内の他の地域では昭和末期から廃止代替バスが運行されていた記録がある。
14）　委託路線という用語は群馬県のバス交通関係者では広く使われている。
15）　国庫補助、県補助、沿線他市町村負担金を含む金額であり、市単独では７千万円程度少なくなる。
16）　県が国の交付金により基金を創設して実施する事業で、前橋市の実負担はない。
17）　群馬県バス協会に事業委託。調査期間は2009年10月から2010年３月まで。
18）調査日は期間中10数名が手分けして実施したため、すべて同日ではない。
19）　前橋市から欠損補助金を受けていない路線（前出の委託路線以外の路線）を自主路線と呼称して区別しており、自主路
線には、国県補助対象となる広域系統と全く行政補助を受けない路線がある。
20）　区域割は前橋市都市計画マスタープランと整合を保っている。都市マスには旧富士見村が含まれていないため、都市マ
スの11地区と富士見を併せた12地区で調査対象者を抽出した。
21）　この図は前橋市都市計画マスタープランに示される将来都市構造イメージ図をベースとして公共交通体系イメージを当
てはめたことが推察できる。
22）　2013年現在、前橋市の広域委託路線２社４系統が補助路線として国庫補助を受けている。
23）　実証実験が開始に至ったのは、地区内の自主的な活動が盛んであるという土地柄と、熱意のある地元関係者を中心とす
る動きに対し自治会長が協力的であったことが大きな要因と考える。
24）大規模災害時におけるバス輸送の確保等について（平成17.3.29国自総第542号）
25）当時とは異なり、地域公共交通活性化・再生事業での支援措置が新設されている。
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